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研究内容及び成果の概要 

知的障害児の交流及び共同学習に関する研究では，交流及び共同学習の実施状況や実施における児童生徒の

変容，教師間の連携などの実践研究が多く報告されている。さらに，これまでの交流学習に対する支援は，通

常学級でどのように支援するか，教師間がどのように連携をとって支援にあたるか等に焦点が当てられてきて

おり，通常学級で学習することを目的に，意欲的に取り組むための支援に着目した研究は十分とは言えない。

そこで本研究では，北海道内の小学校特別支援学級の教師を対象に交流及び共同学習の現状と課題を実施状況

と実施に至る経緯，子どもの意見の反映方法について明らかにすることを目的とする。 

 その結果，北海道内を4つのエリアに分類し集計したところ，交流及び共同学習の実施はいずれのエリアに

おいても８割を超える高い実施率を示しており(図1参照)，課題も「特別支援学級担任の付き添い」「通常学級

児童の理解」が高い結果を示していた。また担任が考えている目標と成果では，交流の側面に焦点が当てられ

ており，共同学習の側面は低い結果であった。さらに教科交流においては，芸能教科で高い実施率を示してい

たが(図2参照)，教師主導で内容を決めている場合が多かった。しかし決定方法に関係なく多くの児童が喜ん

で参加している事が明らかとなった反面，喜んで参加していない児童の存在も明らかとなり，今後は意欲的に

学習に参加できる実施方法や支援を検討する必要がある。 

成果の公表の状況 

【学術論文】現在，学会誌へ投稿中 

教育現場で活用可能な分野・教材等 

 特別支援教育に関する研修会や現職教員を対象とした研修会などで本研究の結果が利用可能である。 
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図1 交流形態別の実施率
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図2 教科交流の具体的内容


